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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく ）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第113回定時株主総会資料

●　連結計算書類
「連結注記表」

●　計算書類
「個別注記表」

第113期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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連結注記表

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を

除く）
定率法を採用しております。
ただし、当社の浮間物流センター、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）及びリース業を営む神田ファイナンス株
式会社の自己所有資産並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法を採用しております。

連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴ 連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

・連結子会社の数 24社
・主要な連結子会社の名称 カンダコーポレーション株式会社

株式会社カンダコアテクノ
カンダリテールサポート株式会社
株式会社ペガサスグローバルエクスプレス
株式会社ロジメディカル
カンダ物流株式会社

⑵ 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Pegasus Global Express（Thailand）Co.,Ltd.の決算日は12月31日でありま

す。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日か

ら連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法

イ. 有価証券
（その他有価証券）
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ. 棚卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おり、評価方法は下記のとおりであります。
・商品 主として個別法を採用しております。
・貯蔵品 主として先入先出法を採用しております。
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連結注記表

ロ. 無形固定資産（リース資産を
除く）

定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ. リース資産
　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して

おります。
　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度
負担額を計上しております。

ハ. 役員退職慰労引当金 役員退職により支給する役員退職慰労金に備え、役員退職慰労金規程
に基づく要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
　イ. 退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給
付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を発生した連
結会計年度より費用処理しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額を、それぞれの発生年度の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
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連結注記表

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資
産および負債ならびに収益および費用は、在外子会社の決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定に含めております。

⑤ 重要な収益および費用の計上基準
　イ.  収益の計上基準　　　　　　  当社グループは貨物自動車運送業務及び国際宅配便業務において、顧

客との契約に基づき、集荷・流通加工・配送・輸出入通関手続きを一
体の履行義務と識別しております。これらの履行義務については、履
行義務の完了した部分について一定の期間にわたり充足されると判断
し、履行義務の進捗度に応じて収益を一定期間にわたり認識する方法
で収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定方法
は、配送先別にかかる日数で按分しております。また、国際宅配便業
務におけるBUY-SELL（売買代行）サービスは、物品を代行購入し当
該他当事者へ商品が提供されるように手配をすることが履行義務にあ
たるため、代理人取引と判断しております。青果輸出入の通関荷役サ
ービスは、青果物のくん蒸・通関・荷役・流通加工・配送が履行義務
にあたるため、コンテナターミナル内で発生する立替費用（ターミナ
ル・ハンドリング・チャージ）を代理人取引と判断しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　当社グループがその他事業において行っているソフトウエア保守業は
主に製品のメンテナンス契約であり、顧客との契約内容によって一定
期間にわたり均等に収益を認識しております。一時点で履行義務が充
足される取引については、顧客による検収完了時に履行義務が充足さ
れると判断し、収益を認識しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　対価は取引先との契約に基づき履行義務を充足してから１年以内に受
領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　ロ.  ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　リース料受取時に営業収益と営業原価を計上する方法によっておりま

す。また、転リース取引については、リース料受取時に転リース差益
を営業収益に計上する方法によっております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
のれんの償却に関する事項 のれんは、５年間の定額法により償却しております。

－ 3 －
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連結注記表

2. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において独立掲記しておりました「助成金収入」（当連結会計年度は21百万円）は金額的重
要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　　固定資産の減損
　　（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産             23,155百万円
無形固定資産　　　　　　438百万円
減損損失                          62百万円

　　（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　固定資産は、減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必要が
あります。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。
　貨物自動車運送事業及び国際物流事業においては、営業所、センター等の拠点単位で資産のグルー
ピングを行っており、一部の拠点においては、減損の兆候が認められています。このため、当連結会
計年度において減損損失の認識の要否の判定を行っております。当該判定に用いられる割引前将来キ
ャッシュ・フローは、拠点ごとの事業計画を基礎として見積もっておりますが、拠点ごとの事業計画
には、営業収益の算定要素となる貨物取扱量の動向に関する仮定や、当連結会計年度末における契約
状況に重要な変更がないという仮定を用いております。
　その結果、市場環境の変化等によりその見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じる可能性があ
り、当該事業計画の達成状況により、翌連結会計年度の連結計算書類における固定資産の金額に重要
な影響を与える可能性があります。

－ 4 －
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建物 471百万円
土地 566百万円

計 1,037百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 26,985百万円

㈱横綱 1百万円
㈱アポロス 5百万円
エスケイユニオン㈱ 73百万円

計 79百万円

場所 用途 事業の名称 種類 減損損失
兵庫県尼崎市 事業用資産 貨物自動車運送事業 建物及び構築物等 54百万円
群馬県前橋市 賃貸用不動産 不動産賃貸事業 土地 28百万円

４. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産

上記の物件は、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）1,504百万円の担保に供しております。

⑶ 保証債務
　　以下のとおり業務協力会社の車輌リース等の契約に対する保証を行っております。

⑷　受取手形、営業未収金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権は5,508百万円であります。
前受金のうち、契約負債は314百万円であります。

５. 連結損益計算書に関する注記
⑴　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、管理会計上の区分及び投資意思決定を行う際の単位の基準として、貨物自動車運送事
業及び国際物流事業については、営業所・センター単位で、不動産賃貸事業については個別の物件単位で
グルーピングを行っております。

連結子会社であるカンダコーポレーション株式会社の兵庫県尼崎市の配送施設は、建物及び構築物等の
収益性の低下等により、投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、転用可能
な資産以外については売却可能性が見込めないため零としております。

連結子会社である株式会社カンダコアテクノの群馬県前橋市の賃貸用不動産は、遊休状態が継続してい
るため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上しております。なお、回収可
能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価に基づき算定しております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 23,308千株 － － 23,308千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,883千株 － － 1,883千株

① 配当金支払額等
イ. 2025年６月25日開催の第112回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 224百万円
・１株当たり配当金額 10.5円
・基準日 2025年 ３ 月31日
・効力発生日 2025年 ６ 月26日

ロ. 2025年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 246百万円
・１株当たり配当金額 11.5円
・基準日 2025年 ９ 月30日
・効力発生日 2025年 12月１ 日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2026年６月24日開催の第113回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 246百万円
・１株当たり配当金額 11.5円
・基準日 2026年 ３ 月31日
・効力発生日 2026年 ６ 月25日

※上記減損損失の合計と連結損益計算書の減損損失との差額は、前連結会計年度の誤謬の訂正によるもの
ですが、金額的重要性及び質的重要性に乏しいため、当連結会計年度の損失に含めて処理しています。

⑵　営業収益については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益区分を記載しておりません。顧客
との契約から生じる収益の金額は、「９.収益認識関係に関する注記（収益の分解情報）」に記載のとお
りであります。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 自己株式の数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券

　　　　その他有価証券 1,871 1,871 －
資産計 1,871 1,871 －

長期借入金 3,541 3,380 △161
負債計 3,541 3,380 △161

区分 連結貸借対照表計上額
(2026年３月31日)

非上場株式 146

７. 金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品の状況に関する事項
　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による
方針です 。
　営業債権である受取手形及び営業未収金は与信管理に関する規定に従い、取引先ごとの期日管理および残高
管理を行い、主な取引先の信用状況を把握するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期発見や軽減
策を講じております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把
握しております。
　営業債務である支払手形及び営業未払金、預り金の流動性リスクに関しては、当社の経理部が当社並びに連
結子会社の状況を確認し、適時に資金繰計画を作成、更新しております。
　短期借入金および長期借入金は、当社および一部の連結子会社の営業取引に係る資金調達であり、ファイナ
ンス・リース取引に係るリース債務は、主に転リースに係るものであります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

（注）１. 現金ならびに短期間に決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金、受取手形、営業未収金、支
払手形及び営業未払金、短期借入金、預り金は、記載を省略しております。

　　　２. 長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
　　　３. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は以下の通りです。
（単位：百万円）

－ 7 －
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連結注記表

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 1,385 1,110 608 302 135 －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券 1,871 － － 1,871
資産計 1,871 － － 1,871

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 3,380 － 3,380

負債計 － 3,380 － 3,380

　　　　４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベルに分
類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価。
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価。
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価。
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
に属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　①時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

　②時価をもって連結貸借対照表に計上していない金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定にかかるインプットの説明
投資有価証券
　その他有価証券は上場株式であり、活発な市場で取引されているためその時価をレベル１の時価に分
類しております。
長期借入金
　長期借入金は元利金の合計金額を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを、同様の
新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。
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連結注記表

　連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 5,135 △122 5,013 6,966

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 1,298 △67 1,230 5,559

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他
（売却益）

賃貸等不動産 550 190 360 －

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 336 148 188 －

８. 賃貸等不動産に関する事項
当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸配送施設、オフィス

ビル、賃貸住宅、賃貸駐車場等を所有しております。
なお、一部の賃貸配送施設および賃貸駐車場については、当社グループが使用しているため賃貸等不動産とし

て使用される部分を含む不動産としております。
これら賃貸等不動産および賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、

当連結会計年度増減額および時価は次のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 賃貸等不動産の当連結会計年度の主な減少額は減価償却費（93百万円）、減損損失に伴う土地の減

少（28百万円）であります。
賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度の主な減少額は減価償却費（67
百万円）であります。

３. 連結決算日における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基
づく金額によっております。

また、賃貸等不動産および賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2026年３月期における
損益は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供および経営管理として当社グルー
プが使用している部分を含むため、当該部分の賃貸収益は計上されておりません。なお、当該不動産に係
る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。

－ 9 －
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報告セグメント
その他
（注）１ 合計貨物自

動車運
送事業

国際物流
事業

不動産
賃貸事業 計

財又はサービスの移転の時期
　一時点で移転される財又はサービス － － － － 613 613
　一定の期間にわたり移転される財又

はサービス 39,176 10,985 － 50,161 460 50,622

顧客との契約から生じる収益 39,176 10,985 － 50,161 1,073 51,235
その他の収益（注）2 223 － 892 1,116 14 1,130
外部顧客への売上高 39,400 10,985 892 51,277 1,088 52,366

９. 収益認識関係に関する注記
（収益の分解情報）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業、コンピュ
ータソフト開発保守業、保険代理店業、部品販売業、太陽光発電業、清掃業、事務代行業を含ん
でおります。

２．その他の収益は、オペレーティング・リース収益等、顧客との契約から生じる収益の範囲外の収
益を含んでおります。

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の（4）会計方針に関する事項　⑤重要な収益および

費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 10 －
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当連結会計年度
契約負債（期首残高） 267百万円
契約負債（期末残高） 314百万円

当連結会計年度
1年以内 254百万円
1年超 59百万円

合計 314百万円

⑴ １株当たり純資産額 1,311円10銭
⑵ １株当たり当期純利益 114円64銭

（当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報）
　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

　契約負債は、主に、保守サービス契約における顧客からの前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴
い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債に含まれていた額は
199百万円です。

　残存履行義務に分配した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初
に予想される契約期間が１年以内である履行義務は含めておりません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）連結計算書類の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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個別注記表

① 有形固定資産（リース資産を除
く）

定率法を採用しております。ただし、浮間物流センター、1998年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採
用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除
く）

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項

⑴ 資産の評価基準および評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
③棚卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おり、評価方法は下記のとおりであります。
　・貯蔵品 先入先出法を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

・自社利用のソフトウエア 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお
ります。

③ リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶ 引当金の計上基準
　・役員退職慰労引当金 役員退職により支給する役員退職慰労金に備え、役員退職慰労金規程

に基づく要支給額を計上しております。

－ 12 －
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⑷ 収益及び費用の計上基準
　経営管理業務として、当社グループ会社の経営管理及び業務指導を行っております。当該経営管理業務に
よる収益は、当社グループ会社との契約において約束した対価の額を、履行義務が充足するにつれて一定の
期間にわたり計上しております。
　また、不動産賃貸事業については、当社所有の不動産を賃貸しております。当該不動産賃貸による収益
は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）等に従い、賃貸借契約期間にわたって計上
しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　　固定資産の減損
　　（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　18,797百万円
無形固定資産　　　　　 41百万円

　　（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　固定資産は、減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必要が
あります。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。
　当社の主たる事業である不動産賃貸事業においては、賃貸物件ごとに資産のグルーピングを行って
おり、その一部においては、主要な資産である土地の時価が帳簿価額に対して著しく下落しているこ
とから、減損の兆候が認められています。このため、当事業年度において減損損失の認識の要否の判
定を行っております。当該判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローは、賃貸物件ごとの事業
計画を基礎として見積もっておりますが、賃貸物件ごとの事業計画には、不動産賃貸収入の水準につ
いて不確実性が高い仮定が用いられております。賃貸物件ごとの事業計画は、当連結会計年度末にお
ける契約状況に重要な変更がないものと仮定しております。
　その結果、経済状況の変化等によりその見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じる可能性があ
り、当該事業計画の達成状況により、翌事業年度の計算書類における固定資産の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

－ 13 －
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建物 471百万円
土地 566百万円

計 1,037百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 15,234百万円

カンダリテールサポート㈱ 816百万円
㈱ペガサスグローバルエクスプレス 169百万円
㈱ロジメディカル 97百万円
その他 39百万円

計 1,123百万円

① 短期金銭債権 24百万円
② 短期金銭債務 109百万円
③ 長期金銭債務 135百万円

① 営業収益
　　　　　　不動産賃貸収入 1,816百万円

　　　　受取配当金 928百万円
　　　　経営指導料収入 432百万円
② 営業費用 547百万円
③ 営業取引以外の取引高 0百万円

３. 表示方法の変更に関する注記
　（株主資本等変動計算書）
　　前事業年度まで「剰余金の配当（中間配当金）」を区分表示しておりましたが、開示の明瞭性を高めるた
　め、当事業年度より「剰余金の配当」に含めて表示しております。

４. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産

上記の物件は、短期借入金（１年内返済予定長期借入金含む）1,504百万円の担保に供しております。

⑶ 保証債務
以下のとおり借入金およびリース債務等に対する保証を行っております。

⑷ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。（区分表示したものを除く）

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

－ 14 －
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,883千株 －千株 －千株 1,883千株

（繰延税金資産）
未払事業税 4百万円
減価償却超過額 4百万円
役員退職慰労引当金 29百万円
資産除去債務 6百万円
会社分割による子会社株式 249百万円
減損損失 6百万円
関係会社株式評価損 80百万円
その他 48百万円

繰延税金資産小計 430百万円
評価性引当額 △120百万円

繰延税金資産合計 310百万円
（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △701百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円
その他有価証券評価差額金 △466百万円

繰延税金負債合計 △1,169百万円
繰延税金負債の純額 △859百万円

法定実効税率 30.62％
（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 0.36％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △19.97％
住民税均等割額 0.07％
その他 0.00％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.08％

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

７. 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

－ 15 －



2026/05/25 22:12:34 / 25298679_カンダホールディングス株式会社_招集通知

個別注記表

種 類 会社等の名称 資 本 金
(百万円)

事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の
内容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

子会社 カ ン ダ コ ー ポ
レーション㈱ 100 運送事業 (所有）

直接100.0 兼務４名 自動車運送、仕
分 ・ 梱 包 業 務

出 向 者 給
与 支 払
（ 注 ２ ）

346 未払費
用 ６

保 証 債 務
（注１） 6 未払金 24

不 動 産 賃
貸 収 入
（注３）

453 － －

子会社 ㈱ カ ン ダ コ ア
テクノ 80 運送事業 (所有）

直接100.0 兼務－名 自動車運送、仕
分 ・ 梱 包 業 務

保 証 債 務
（注１） 9 － －

不 動 産 賃
貸 収 入
（注３）

342 － －

子会社 カ ン ダ リ テ ー
ルサポート㈱ 80 運送事業

警 備 業
(所有）

直接100.0 兼務３名 自 動 車 運 送 保 証 債 務
（注１） 816 － －

子会社 ㈱ペガサスグロー
バルエクスプレス 330 国際宅配

便 事 業
(所有）

直接  98.3
間接    1.7

兼務２名 国際宅配
便 事 業

保 証 債 務
（注１） 169 － －

子会社 ㈱ ロ ジ メ デ ィ
カル 30 運送事業 (所有）

間接100.0 兼務１名
流通加工
商品の仕
分、梱包
保管業務

保 証 債 務
（注１） 97 － －

不 動 産 賃
貸 収 入
（ 注 ３ ）

752 － －

子会社 神 田 フ ァ イ ナ
ンス㈱ 20 リース業 (所有）

直接100.0 兼務－名
車両、コ
ンピュー
タ等のリ
ース業務

資金の貸付
（注４） 3

関係会
社短期
貸付金

10

利息の受取
（注５） 0 － －

リース資産
の 購 入
（ 注 ６ ）

2
リース
債務 193リース債務

の 支 払
（注６）

62

８. 収益認識関係に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

　「1.重要な会計方針に係る事項の（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. 関連当事者との取引に関する注記

－ 16 －
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個別注記表

⑴ １株当たり純資産額 851円65銭
⑵ １株当たり当期純利益 60円00銭

（注）１. 保証債務については、子会社の金融機関からの借入れ及びリース債務に対して当社が保証を行ってい
るものであります。

２. 出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っております。
３. 賃貸料は、近隣の取引実勢および当該施設の設備投資額を勘案し、１年ごとに交渉のうえ賃貸料金額

を決定しております。
４. 資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるものであり、取引

金額は当事業年度における平均貸付残高を記載しております。
５. 金銭消費貸借契約に基づき決定しております。
６. 市場価格を勘案して双方協議の上、リース契約に基づき決定しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注）計算書類の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

－ 17 －
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